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一景気は、引き続き一部に持ち直しの動きがみられるものの、このところ弱含んでい

る。一

先行きについては、アメリカ経済等の回復が持続すれば、景気は持ち直しに向かう

ことが期待される。一方、世界経済の先行き懸念や我が国の株価の低迷などにより、

我が国の最終需要が引き続き下押しされる懸念が存在している。

平成15年1月17日

内　閣　府

【参考】先月からの主要変更点

12月月例 1 月月例

基調判断 景気 は 、：持ち直 しに向 け た鋤 き解 説 室 っ

て廃 り－．一息 廃す：ね樟ば 日で 楯 落 して い る。

皇気は 、 引 き続 き一 矧 こ特 電直 しの 鋤 きが

み 尾九 も もめの ． この ケ「ろ 記含 んで いる。＿

・企業 収益は 改善 してお り、設 備投 資は下 ・企業収 益は改 善 してお り、設 備投 資

げ 止ま りつ つあ る。 は下げ止 まりう っ ある。

・夏 用情 勢は 、求 人が 増 加 鱒向 に あ るもの ・雇用情勢 は、求 人が 増 加縛向 に ある ものの 、＿

の 、失業 率が 「れ 主での 鼻 高水 準 となる 失業 率 が恵 水 準で 権 轄す る な ど、 依 然 と し

など、 依然 と して厳 し い。 て厳 しい 。
・個 人清 書は 、 樟ば い で椎 指 す 去 なか で． ・個人消 費は、 稗ば い で線描 して いろ。

一部に 腐闇 声も みられ る。 ・或出 は樟 ぽ い とな って い る一 言、 生産 は温
・範 出は 恕含 んで お り、 生産 は軌 凱 tとな

皿 ＿

先 行きにつ いて は、世東 経渚 が繕 やか に同

皇ム三上迫 。

先行 きにつ い ては 、 アメ リカ 経海 等 の画 は

塩 王血は」．皇気 は剋呈 盟主 発 ち直 しに向か う が確引註す れば 、景 気 は持 ち直 しに向 か う こと

ことが 期待 され る。一方 、7 メりナ帽封富等へ が期待 され る。一 方 、世東 経渚 の 先行 き懸念

公 先行 き敷念 や我 が国 の株価 の低迷 な ど、凰 や我 が国の 株 価の 低 迷 な ど1こよ』」 毒引別図の

L L t環 境 鰐綴 いて 余 り、我が 国 の最 終需要 が 最終 需要 が引 き続 き下押 しされ る懸念が 存在

引 き続 き 下押 しされ る懸念が 存在 して いる 。 して いる。

政蓑態度 政府は、集 線とり主とめた r改 董 加速由た めの

諜含対 応 等 l密事雲に 宴練l．T L lるh lm 云丁、規

政府は、r改壬 加速の ための綻 含 ：相応等」を薫案

に雪組 ．ている血書た．12 月19 R に「平成15年暦の‾‾
下の 金 融・唐 音偉勢に 応じ練達 改葺の 取蘭 への 経渚 見通しと経i喜財政 運 宮の 基志的 壁j曹j密度ほ簑

軍なる政 誓鴇 胱睾行うことがも必吾 であらとの …翌惑 了角軋Jたほか．r己女王加 遠ゴロヴラムjに基づき鍾

の T この 綬含 対応 等密捕 票・弓削 上すろため．1 2 ・成すろ「ととした 平成1 4隼庁 補語手 首密蘭 月2 8 日

月1 2 円にr改壬 加速ゴロヴ うム j孝決 定した轟こ に、一平成1 5年度⊥ 腔会計 手 首（概宣）を同 月21 日に

九に 基づき．財政 窺撞孝利 つ つ、平成1 4年度 暦諾決定した。これら密一 体として 切；h 自なく道 男

捕芥予 電車碩成し、卑属 をi軋こた 切れ 目のない し．様遷改革密貫に加遠 することに 上り、罠闇秦 雪

五広重且 五戸 辛導の棉 緒的な 経済 成長の 実理を R 据す。

また、11 月2 9 R には ．昨年度に 引戸 指事r軸 重 デフレ克腰 及び 金 融シ ステム 安 定 化に 向け、政

断 行手首 1密室規するとの方 針 を云したr平成15 店 ・日 本銀 行は 引き 続き 一 作とな って 強力か つ 鑑

年 度手首 東成の 碁表音 針 l章闇喜美燥雷した。

デフレ克服及び 金融システム 宝玉 化に向け、
政府・日本 銀行は 引き続き一 体とな って 張 力か

つ総合 的な 取組を行う。

合的な取組を行う。



個人消音 樺ばいで‾♯粗するな加で、一部に慮同声もみ 措ば日で稚指している。

五九五L

輸出 諾含んでいる。 樵ぽいとなっている。

輸入 増加している。 伸びが純化lJでいる。

国捜収支 一打佃緑木 していろ。 お薦むね矧まいとなっている。

生産 樟ぽいとなっている。 露含んでいる。

意用 依然として願しい。求人が増加傾向にあるも 依然として飯しい。求人が増加傾向にあるもの

のの、要全集宴率がこれませの雇扁永世とな の、寮全集葦畢那高水準で推穐し、貸金も弱い

且、貸金も弱い動きが続いている。 動きが続いている●
く注）下線部は、先月から変更した部分。
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総論

（我が国経済の基調‘判断）

景気は、引き続き一部に持ち直しの動きがみられるものの、このところ弱含んでい

る。

●　企業収益は改善しており、設備投資は下げ止まりつつある。

．雇用情勢は、求人が増加傾向にあるものの、失業率が高水準で推移するなど、

依然として厳しい。

・個人消費は、横ばいで推移している。

●　輸出は横ばいとなっている一方、生産は弱含んでいる。

先行きについては、アメリカ経済等の回復が持続すれば、景気は持ち直しに向かう

ことが期待される。一方、世界経済の先行き懸念や我が国の株価の低迷などにより、

我が国の最終需要が引き続き下押しされる懸念が存在している。

（政策の基本的態度）

政府は、「改革加速のための総合対応策」を着実に実施している。また、12月19日

に「平成15年度の経済見通しと経済財政運営の基本的態度」を閣議了解したほか、

「改革加速プログラム」に基づき編成することとした平成14年度補正予算を同月20

日に、平成15年度一般会計予算（概算）を同月24日に閣議決定した。これらを一体

として切れ目なく運用し、構造改革を更に加速することにより、民間需要主導の持続



的な経済成長の実現を目指す。

デフレ克服及び金融システム安定化に向け、政府・日本銀行は引き続き一体となっ

て強力かつ総合的な取組を行う。

も

各論

1．消・投資などの需要動向

固人頭華は、横ばいで推移している。

個人消費は、収入面での弱い動きが続くなど家計を取り巻く環境が厳しく推

移する中で、需要側と販売側の動向を総合してみると、横ばいで推移している。

全体的な基調に変化が見られるわけではないものの、これまでみられた一部

の業種や支出項目における増加の動きがこのところ緩やかになっている云

需要側の動向をみると、引き続き底固さがみられる。消費総合指数は3ケ月

前と比べ増加しているものの、前月比で接2ケ月連続で減少している。支出項

目ごとの動向について家計調査をみると、実質消費支出は、一時的な要因も

あり、前月に比べて減少した。また、食料が前年を下回るなど、基礎的な支出

項目の増加基調が緩やかになっている。

販売側め動向をみると、全体的に弱い動きとなっている。小売業販売額は弱

い動きが続いている。チェーンストア販売額は、食料品は引き続き前年を上回

ったものの、全体では前年を下回った。百貨店販売額は、気温の低下から衣

料品の減少幅が縮小したものの、全体では前年を下回った。新車販売台数は、

小型乗用車が引き続き大幅に増加したことから前年を上回ったものの、増加

幅は縮小している。家電販売金額は、テレビ等が引き続き増加したものの、パ

ソコンの減少幅が拡大したことから、全体では前年を下回った。旅行は、国内

旅行は前年を下回ったものの、海外旅行は米国における同時多発テロ事件

の影響もあって昨年大きく減少した反動から、前年を大きく上回った。

消費者マインドは、持ち直しの動きがみられたが、足元ではやや弱い動きと

なっている。

設僅設筆は、下げ止まりつつある。

設備投資は、平成13年に入って以降減少が続いてきたが、生産の持ち直し

及び企業収益の改善を受けてこのところ下げ止まりつつある。需要側統計で

ある「法人企業統計季報」でみると、平成13年1－3月期以降減少が続いてき

たが、このところ次第に減少幅が縮小してきている。また、機械設備投資の供

給側統計である資本財出荷は、横ばい基調が続いている。なお、これまで堅
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調に推移してきたソフトウェア投資は、弱含んでいる。

設備投資の今後の動向については、稜械設備投資の先行指標である機械

受注が平成14年前半において底入れしたものとみられることから、次第に底

入れに向かうものとみられる。ただし、機械受注の10－12月期の見通しにみら

れる回復力の弱さや、日銀短観の平成14年度設備投資計画において減少が

見込まれていること等を考慮すれば、底入れした後も低調に推移することが

見込まれる。

住宅建設は、緩やかに減少している。

平成13年度の住宅建設は、前年度比3．3％減の117．3万戸となり、平成10

年度以来3年ぶりに120万戸を下回る低い水準となった。平成14年度に入っ

て、マンションの着工が減少したこと等から、4－6月期は年率118．0万戸、7－9

月期は年率11．3・0万戸となり、このところ緩やかに減少している。

11月は、貸家、分譲住宅が減少し、年率112．1万戸となった。先行きについ

ては、雇用・所得環境が厳しいこと、不動産価格の長期的下落傾向により買

い換えが困難となっていることなどから、消費者の住宅取得マインドが低下し

ており、こうしたことが引き続き住宅着工を減少させる要因になるもの・と見込ま

れる。

公共投資は、総じて低調に推移している。

平成14年度当初における公共事業関連予算をみると、国、地方とも歳出の

徹底した見直しと重点的な配分を行っていることから、国の施設費を含む公共

投資関係費は、前年度比10．7％減、地方の投資的経費のうち単独事業費は、

地方財政計画では、前年度比10．0％減となっている。

このような状況を反映して、公共投資は、総じて低調に推移している。平成

14年度に入って、今年度に繰り越された平成13年度第2次補正予算の下支

え効果がみられたものの、4－6月期は引き続き前年を下回り、7－9月期も前

年を下回った。

10－12月期の公共投資については、10月、11月の公共工事請負牽経も前年

を下回っており、国、地方の予算状況を踏まえると、引き続き前年を下回るも

のと者えられる。

なお、「改革加速プログラム」（12月12日決定）を受けて編成する補正予算

においては、構造改革推進型の公共投資等に災害対策費を含め、国費ベー

スで2．0兆円程度（事業規模で3．4兆円程度）の公共投資を計上するなどの予

算措置を講じることとしている。

麹畠は、横ばいとなっている。塾左は、伸びが鈍化している。貿易・サ「ビス収支の

黒字は、おおむね横ばいとならている。
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輸出はこ年初乗の在庫積み増しb動きに一服感が見られていることなどに

より弱含んでいたが、このところ通信機、科学光学機器などが増加しており、

全体として横ばいとなっている。地域別にみると、アジア向け輸出は、各品目

及び全体としてもおおむね横ばいとなっている。アメリカ向け輸出は、自動車

が在庫補充のため大幅に増加したことから、このところ増加している。EU向け

輸出は、ユーロ圏において景気の減速を背景に減少してきたが、通信機、科

学光学機器などの増加を受け横ばいとなっている。先行きについては、アメリ

カにおける景気の回復力に底堅さがみられるなど、世界の景気回復に底堅い

動きがみられるが、ユーロ圏の景気が減速していることに加えて、中東を巡る

リスクが存在することに留意する必要がある。

輸入は、鉱物性燃料が引き続き増加しているが、生産が弱含んでいることを

背景に、全体として伸びが鈍化している。地域別にみると、アジアからの輸入

は、IT関連等の棲械機器を中心に伸びが鈍化している。EUからの輸入は横

ばいとなっている。アメリカからの輸入は、米国西海岸地区における港湾スト

ライキの影響により振れが激しくなっているものの、基調としてみれば、おおむ

ね横ばい圏内の動きとなっている－。

国際収支をみると、貿易・サービス収支の黒字は、輸出数量が横ばいとなる

一方、輸入数量の伸びが鈍化していることから、おおむね横ばいとなってい

る。

2．企業活動と雇用情勢

も　鐘は霊宝芸温輸出の増加や在庫調整の進展．＿巡を背景に、昨年に入っ
てから増加してきたが、輸出が横ばいとなったほか、国内最終需要が弱く、ま

た企業が在庫積み増しに慎重であることから、弱含んでいる。

今後については、製造工業生産予測調査によると12月、平成15年1月とも

増加が見込まれているが、国内最終需要の動向やアメリカをはじめとする世

界経済の動向には引き続き留意する必要がある。

一方、第3次産業活動の動向をみると、おおむね横ばいで推移している。

企業収益は、改善している。また、企業の業況判断は、緩やかながら、引き続き改善

がみられる。倒産件数は、減少している。

「法人企業統計季報」によると、平成13年7－9月期以降、電機機械等の製

造業を中心に大幅な減益となっていた企業収益は、平成14年7－9月期には、

売上高は引き続き減収となったものの、企業のリストラ努力等により増益に転

じた。また、日銀短観によると、下期については大幅な増益を見込んでいる。



企業の業況判断について、日銀短観をみると、中小企業では低い水準にあ

り、依然厳しさがみられるものの、製造業を中心に緩やかながら、引き続き改

善がみられる。先行きについては、若干の悪化を見込んでおり、慎重な見方

が出てきている。

また、11月の倒産件数は、東京商工リサーチ調べで1，435件となるなど、減

少している。

雇用情勢は、依然として厳しい。求人が増加傾向にあるものの、完全失業率が高水

準で推移し、賃金も弱い動きが続いている。

11月の完全失業率は、前月比0．2％ポイント低下し、5．3％となった。男女とも

失業者数が減少する一方で、女性では雇用者数が増加し、男性では非労働

力人口が増加している。完全失業者については、最も多い非自発的な離職に

よる者が微増となる一方、自発的な離職による者は減少した。雇用者数につ

いては、11月は若干増加したものの、基調としては弱含んでいる。

新規求人数は、11月は減少したものの、基調としては増加傾向にある。有

効求人倍率については、引き続き緩やかに上昇している。製造業の残業時間

については、11月は増加したものの、基調としては増加傾向が弱まっている。

賃金の動きをみると、定期給与は前月此で横ばいとなったものの、前年同月

比では減少が続いており、弱い動きが続いている。

3．物価と金融情勢

国内卸売物価は、横ばいとなっている。消費者物価は、弱含んでいる。

輸入物価は、このところ契約通貨ベース、円ベースともに上昇しているが、

足元では、為替の影響により、円ベースでは下落している。国内卸売物価は、　　J

横ばいとなっている。最近の動きを類即こみるとi電力・都市ガス・水道、電気

機器などが下落しているものの、在庫調整の一巡により鉄鋼、パルプt紙・同

製品が上昇しているほか、輸入価格の上昇により石油・石炭製品の上昇幅が

拡大している。（なお、来月より、国内卸売物価にかえて国内企業物価につい

て判断する予定。）

企業向けサービス価格は、前年同月比で下落が続いている。

消費者物価は、平成12年秋以降弱含んでいる。最近の動きを類別にみると、

一般サービスは横ばいとなっているものの、耐久消費財やその他工業製品の

下落などにより一般商品が下落しているほか、公共料金の下落幅が拡大して

いる。

こうした動向を総合しそみると、持続的な物価下落という意味において、緩や

かなデフレにある。



し

し

金融情勢をみると、対米ドル円相場（イン‾ターバンク直物中申相場）は、上昇した。株

式相場は、8．000円台（日経平均株価）半ばで推移している。

短期金利についてみると、オーバーナイトレートは、日本銀行による金融緩

和措置を反映して、0．001～0．002％で推移した。2・、3ケ月物は、ほぼ横ばいで

推移した。長期金利は、2003年度の国債発行予定額が事前予想の下限とな

り需給が改善されるなどの市場の見方から、低下した。

株式相場は、12月に入り下落が続き、TOPIXは12月中旬に89年以降の最

安値を再度更新した。その後、12月下旬から、8，000円台（日経平均株価）半

ばで推移している。

対米ドル円相場（インターバンク直物中心相場）は、12月上旬に125円台ま

で下落した後、国際政治情勢などを背景に上昇し、12月未には119円台とな

った。1月入り以降は118円台から120円台で推移している。対ユーロ円相場

（インターバンク17時時点）は、11月下旬から12月上旬にかけて125円台ま

で下落した。その後は123円台から125円台で推移している。

マネタリーベース（月中平均残高）は、日本銀行の潤沢な資金供給など（12

月日銀当座預金平均残高19：8兆円）を背景に、約2割の伸びとなっている。

（12月：前年同月比19．5％）。M2＋CD（月中平均残高）は、2002年後半を通

じて3％台前半で推移してきたが、12月には2％台前半となった（12月速報：

前年同月比2．2％増）。民間金融機関の貸出（総貸出平残前年比）は、96年秋

以来マイナスが続いており、企栗の資金需要の低迷等を背景に、依然低調に

推移している。貸出金利は、金融緩和等を背景に、昨年初来低下傾向で推移

して来たが、このところ横ばい圏で推移している。企業の資金繰りの状況は横

ばいとなっており、民間債と国債との流通利回りスプレッドはほぼ横ばいで推

移している。

4．海外経済

世界の景気は、ユーロ圏で減速しているものの、回復に底堅い動きがみられる。

世界の景気は、ユーロ圏で減速しているものの、回復に底堅い動きがみら

れる。

アメリカでは、景気の回復力に底堅さがみられる。個人消費の伸びは持ち直

している。住宅建設は高い水準にある。設備投資は機械設備等を中心に持ち

直しに向けた動きがみられる。生産は横ばいとなっている。雇用は減少してい

る。物価は安定している。

アジアをみると、景気は回復しているものの、一部で回復が緩やかになって

いる。中国では、景気の拡大テンポは高まっている。韓国、タイでは、景気は



拡大している。台湾、マレイシアせ虹景気は緩やかに回復している。シンガ

ポールでは、景気の回復は一層緩やかになっている。

ヨーロッパをみると、（1）ユーロ圏では、景気は減速している。ドイツでは景気

は弱い状態となっている。フランスでは景気は減速している。（2）イギリスでは、

景気は回復の動きが続いているものの、企業景況感は悪化している。

金融情勢をみると、アメリカの株価は、12月は下落基調で推移したが、1月

上旬に製造業景況感が改善したことや景気刺激策への期待等から上昇した。

アメリカの長期金利、ドルとも、12月は弱含んで推移したが、株価の上昇等か

ら1月上旬は強含んだ。　　　　　　　　　　　　　　　－

原油価格は、イラク情勢の緊迫化に加え、ベネズエラのゼネストの長期化か

ら大幅に上昇した。

J



【今月のトピック］

ヽ

一部にみられた底固さに変化がうかがわれる個人消費

1 ．個 人消 費 は 、需 要側 と販 売側 の動 向 を総 合 してみ る と、横 ばい で推 移 して い るこ

2 ． これ まで 、底 固 く推 移 して い た食 料 消費 や乗 用車 につ い て は、 この とこ ろ増 加 の動 きが緩

や か にな るな ど （図 1 、 図 2 ） 、一部 の支 出項 目や業 種 でみ られ た底 固 さに変 化 が うか が

われ る。

3 ． なお 、今 冬 のボ ー ナス は 前年 と比 べ て大 き く減 少す るな ど雇用 ・所 得 環境 は 引き続 き厳 し

く （図 3 ） 、 消 費 の下 押 し要 因 とな る可能 性 があ るこ とに留意 す る必 要 が あ る。

（実質前年比、％）　　　　　　図1食料消費支出の推移
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【今月のトピック］
主要国の物価動向：多くの国でインフレ率は低下、または下落

＜ポイント＞
1．欧米の物価動向をみると、2002年後半に原油価格上昇の影響がみられるものの、2001年以降インフレ
率が低下傾向にある（図（丑）。なお、イギリスでは住宅価格の高騰から低下條向はみられない。他方、
アジアでは、日本、中国、台湾、シンガポールなどでデフレが続いている（図②）。

2．デフレは、企業や個人の実質的な債務負担を増加させ、投資や消費を阻害する要国となる。また、
実質金利を高止まらせ、利下げの効果を抑制することになる（囲③）。－

3．こうした中で、消費者サーベイをみるといくつかの国では低インフレやデフレの期待が定着しつつあ
ることが伺われる（図④）。デフレが経済成長を阻害する要国であることから、こうした期待を取り
除いていくことが大きな課題となっている。

図③実質金利の推移

く注）1．消費者物価の2002年10～12月期については、台湾、ドイツ以外は10～11月の前年同期比。但し、中国は
2002年10、11月の上昇率の単純平均。

2．イギリスの消費者物価はRPⅨ（住宅金利利払い黄を除く小売価格指数お
3．実質金利は、各国の政策金利－CP【上昇率。日本の政策金利は公定歩合。
4．物価見通しは、以下の遇仇

アメリカ：消費者調査による先行き12ケ月の物価上昇率期待値（中間値），同時テロを受け、2001年10、11月
は大きく低下した。
EU：家計による先行き12ケ月の物価動向見通しDH上昇一下降）。

日本：家計による先行き半年間の5段階評価の物価上昇予想を加重平均により指標化。数値の上昇は
上昇率低下を示す。四半期値，

（出所）各匡ト地域統計、OECD、各国中央銀行、ミシガン大学、欧州委員会〝8usinessandConsumerSuTVey
ResuIts〟、内閣府「消珪動向調査」



注）

＜個人消費＞

消費総合指数（需要側、内閣府試算値、後方3ケ月移動平均）は、平成14年10月

（速報値）季節調整済3ケ月前比1．8％増の後、11月（速報値）は同1．8％増となった。

消費総合指数の作成方法：総務省「家計調査」から、Gbpの個人消費には含まれ

ないr仕送り金」、「修繕費」や、振れが大きい高額消費である「自動車等購入」などを

除外した後、世帯数を乗ずるなどしてマクロの消費ベースにする。これに、自動車、家

賃、医療費について別途供給側の統計を用いて計算したものを加える。詳細は、ディ

スカッションペーパー（http：／／www5．cao．gojp／keizai3／discussion－PaPer／menu．htmJ）

を参照。

家計調査の全世帯実質消費支出は、10月季節調整済前月比2．3％減の後こ11月

（速報値）は同2．2％滅（前年同月比2．0％減）となった。

家計調査の全世帯実質消費支出（除く自動車、住居、仕送り金等）は、11月（速報値）

は季節調整済前月比0．5％減（前年同月比0．2％増）となった。

経済産業省「商業販売統計」の小売業販売額は、10月季調済前月比2．2％減の後、

11月（速報値）は同2．2％増（前年同月比2．4％減）となった。また、百貨虐販売額は、11

月（速報値）は、前年同月比0．4％減（店舗調整後）（季節調整済前月比6．0％増（店舗調

整前））となった。

チェーンストア販売額（日本チェーンストア協会調べ）は、10月前年同月比2．7％減

（店舗調整後）の後、11月は同0．8％減（店舗調整後）（季節調整済前月比5．0％増（店

も　票慧芸志規登録．届出台数は、日月前年同月比5．7％増の後、，2月（速
報値）は同0．3％増となった。

家電販売額（日本電気大型店協会調べ）は、10月前年同月比2．5％減の後、11月は

同2．9％減となった。

大手旅行業者13社取扱金額は、10月国内旅行が前年同月比0．3％増、海外旅行

が同89．9％増の後、11月国内旅行が同8．1％滅、海外旅行が同110．2％増となった。

内閣府「消費動向調査」の消費者態度指数（季節調整済）は、6月前期差0．9ポイント

改善の後、9月同0．3ポイント改善となった。内閣府「月次消費動向調査」の消費者態

度指数（東京都、原数値）は、11月前月差0．6ポイント改善の後、12月同2．1ポイント

悪化した。

＜設備投資＞

平成14年7－9月期の設備投資を財務省「法人企業統計季報」（全規模全産業、ソフ



トウエアを除く）でみると、季節調整済前期比で2．0％減（前年同期比13．9％滅）となっ

ており、うち製造業では同4．8％減（同23．1％減）、非製造業では同0．8％減（同8．8％

減）となっている。

経済産業省「鉱工業指数」により資本財出荷（除く輸送機械）をみると、季節調整済

前月比で10月は1．5％減（前年同期比1．1％減）の後、11月は同1．2％滅（同3．7％滅）

となっている。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査）により設備投資の動向（ソフト

ウェアを除く）をみると、大企業の平成14年度設備投資計画は、製造業で前年度比

10．7％滅、非製造業で同4．3％減となっており、全産業では同6．8％滅となっている。ま

た、中小企業では製造業で同6．6％減、非製造業で同3．2％滅となっており、全産業で

は同4．1％減となっている。

経済産業省「特定サービス産業動態統計」でみると、受注ソフトウェア売上高は、10

月は前年同月比9．6％減の後、11月は同6．6％減となっている。

桟械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前月比で10月は4．1％減（同1．9％

増）の後、11月は同0．2％減（同7．2％減）となっている。なお、平成14年10－12月期

（見通し、9月調査時点）の棲械受注（船舶・電力除く民需）は、季節調整済前期比で

6．5％減（前年同期比8．5％滅）と見込まれている。

民間からの建設工事受注（50社、非住宅）は、季節調整済前月比で10月は24．3％

増（同6．5％増）の後、11月は同28．4％滅（同17．6％減）となっている。

＜住宅建設＞

国土交通省「建築着工統計」によると、新設住宅着工総戸数（季節調整済前期比）

は、平成14年4－6月期は1．4％増、7－9月期は4．2％減、10月は6．8％増、11月は

5．9％減となっており、うち共同建分譲住宅の着工（同）は、平成14年4－6月期は

6．9％減、7－9月期は14．6％滅、10月は30．5％増、11月は18．5％滅となった。また、

新設住宅着工床面積（同）は、平成14年4－6月期は0．6％増、7－9月期は3．8％減、

10月は6．5％増、11月は5．1％滅となった。

消費者の住宅取得マインドを示す指標のひとつである（社）日本リサーチ総今研究

所「不動産購買態度指数」をみると、平成12年は、2月128、4月128、6月124、8月

118、10月122、12月117、平成13年は、2月118、4月119、6月117、8月110、10

月109、12月104、平成14年は、2月104、4月114、6月117、8月114、10月115と

なった。

く公共投資＞

平成14年度の国の一般会計予算（当初）をみると、施設費を含む公共投資関係費

について、前年度比10．7％減と規模を縮減しつつ、「平成14年度予算編成の基本方

針」の重点7分野に重点化している。また、「改革加速プログラム」（12月12日決定）

J
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を受けて編成する平成14年度補正予算においては、構造改革推進型の公共投資に

1．5兆円（事業規模で2．6兆円）などに災害対策費を含め計2．0兆円（事業規模で3．4

兆円）の公共投資を計上するなどの予算措置を講じることとしている。なお、平成14

年12月24日に閣議決定した平成15＿年度予算案においては、公共投資関係費につ

いて、前年度比3．7％減と規模を縮減し、都市の再生や地方の活性化など、「平成15

年度予算編成の基本方針」の重点4分野を中心に、雇用・民間需要の拡大に資する

分野へ重点化している。

地方の予算をみると、総務省がまとめた都道府県、政令指定都市の普通会計予算

額（9月補正後）では、普通建設事業費は前年度比10．1％滅、普通建設事業費のうち

補助事業費、単独事業費は、それぞれ前年度比11．1％減、10．6％滅となっている。な

お、平成15年度地方財政対策においては、投資的経費のうち地方単独事業費につ

いて、前年度比5．5％滅とし、計画的な抑制と重点的な配分を行うとしている。

公共機関からの1件500万円以上の建設工事受注額（建設工事受注動態統計調

査）は、前年同月比で10月11．4％減の後、11月は1．0％増となった。同じく大手50社

の建設工事受注額は、前年同月比で10月7．2％増の後、11月は7．6％増となった。

公共工事請負金額（公共工事前払金保証統計）は、前年同月比で10月6．4％減の後、

11月は8．6％減となった。公共工事出来高（建設総合続計）は、前年同月比で9月

4．7％減の後、10月は5．4％滅となり、内閣府にて季節調整を実施した結果によると、

前月比で9月0．6％増の後、10月は2．6％減となった。

＜輸出・輸入・国際収支＞

通関輸出（数量ベース、季節調整値）は、前月比で10月5．0％増の後、11月は4．9％

増（前年同月比18．2％増）となった。また、前期比で4－6月期7．3％増の後、7－9月期

は1．5％減（前年同期比11．9％増）となっている。

通関輸入（数量ベース、季節調整値）は、前月比で10月2．0％減の後、11月0．4％増

（前年同月比5．4％増）となった。また、前期比で4－6月期2．1％増の後、7－9月期は5．4％

増（前年同期比7．8％増）となっている。

貿易・サービス収支（季節調整値）の黒字は、10月は6，084億円の後、11月は5，341

億円となり、通関収支差（季節調整値）は、10月8，965億円の後、11月は10，507億円

となった。

＜生産・出荷・在庫＞

11月の鉱工業生産指数（季節調整値、速報）は、電気機械や輸送機械等が減少し

たことから、前月比2．2％滅となった。

製造工業生産予測調査によると、前月比で12月は電気機械や輸送機械等の増加

により0．3％増の後、平成15年1月は電気機械や輸送機械等の増加により1．2％増

になると見込まれている。



11月の鉱工業生産者製品在庫指数（章節調整値、速報）は、前月比2．5％滅となっ

た。また、11月の鉱工業生産者製畠在庫率指数（季節調整値、速報）は98．6となって

いる。

10月の第3次産業活動指数（季節調整値、速報）は、卸売・小売業．飲食店、サー

ビス業が減少した結果、前月比0．2％減となった。

＜企業＞

財務省「法人企業統計季報」によると、7－9月期の経常利益は全産業で前年同期

比20．5％増、製造業は48．8％増、非製造業は7．5％増となった。

日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査）によると、平成14年度の経常

利益は、全規模・全産業で、上期は前年同期比5．7％の増益、下期は同16．8％の増

益、通期では前年比11．6％の増益を見込んでいる。

一方、業況判断について日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調査、業況

水準について「良い」－「悪い」．）をみると、大企業は2％ポイント改善して△11％ポイ

ント、中小企業は3％ポイント改善して△35％ポイント、全規模合計では2％ポイント

改善して△28％ポイントとなった。

＜倒産＞

企業の倒産については、東京商工リサーチ「倒産月報」によると、11月の企業倒産

件数（負債額1，000万円以上）は1，435件（前年同月比20．8％減）、負債総額は5，704

億円（同69．5％滅）となっており、’帝国データバンク「全国企業倒産集計」によると、企

業倒産件数は1，433件（同22．6％減）、負債総額は5，756億円（同69．4％減）となって

いる。また、大型倒産（負債鍍10億円以上）は、80件（同42．0％減）となっており、主

な大型倒産としては、東証1部上場の中堅ゼネコンの古久根建設（負債429億円）な

ど（東京商工リサーチ調べ）。

＜雇用情勢＞

総務省「労働力調査」によると、11月の完全失業率（季節調整値）は、男女計で前

月比0．2％ポイント低下し、5．3％となった。完全失業者数（季節調整値）は、男女計で

前月差14万人減の356万人となった。

労働力調査により内閣府にて季節調整を実施した結果によると、求職理由別完全

失業者数（季節調整値）は、非自発的な離職による者は、前月差3万人増の163万人

となった。自発的離職による者は、前月差13万人減の111万人となった。

労働力調査によると、11月の雇用者数（季節調整値）は、男女計で10月前月比

0．6％減の後、11月は同0．套％増の5．314万人となった。

厚生労働省「職業安定業務統計」の新規求人数は、10月季節調整済前月比4．2％

増の後、11月は同4．0％減（前年同月比7．0％増）となった。有効求人数は、10月間
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1．2％増の後、11月は同0．1％滅（同6．9％増）となった。新規求職件数は、10月間

1．5％減の後、11月は同2．9％滅（同1．1％減）となった。有効求職者数は、10月間

0．2％減の後、11月は同1．2％減（同1．1％減）となった。新規求人倍率（季節調整値）

は10月0．98倍の後、11月0．97倍となった。有効求人倍率（季節調整値）は、10月

0．56倍の後、11月0．57倍となった。

毎月勤労統計調査によると、所定外労働時間（製造業）は、事業所規模5人以上で

は10月季節調整済前月比0．6％減（前年同月比14．2％増）の後、11月は同1．6％増

（同18．9％増）となった。

毎月勤労統計調査によると、きまって支給する給与は、事業所規模5人以上では10

月季節調整済前月比0．5％増（前年同月比0．6％減）の後、11月は同同水準（同0．6％

も　　減）となった。

＜物価＞

日本銀行「卸売物価指数」の輸出物価（円ベース）は、11月は前月比1．5％の下落

（前年同月比保合い）、9－11月平均の3ケ月前比（6－8月平均対比、以下同じ）は

1．0％の上昇となった。輸入物価（円ベース）は、11月は前月比1．2％の下落（前年同

月比5．7％上昇）、9－11月平均の3ケ月前比は3．6％の上昇となった。また、国内卸売

物価は、11月は前月比0．1％の上昇（前年同月比0．3％下落）、3ケ月前比は保合いと

なった。

日本銀行「企業向けサービス価格指数」の11月の企業向けサービス価格は前年同

月比0．8％の下落（前月比0．1％下落）となった。

総務省「消費者物価指数（全国）」の生鮮食品を除く総合は、11月は前年同月比
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期比は保合いとなった。一般商品は、11月は前年同月比1．5％の下落、9－11月平均

の前年同期比は1．7％の下落となった。公共料金は、11月は前年同月比0．8％の下

落、9－11月平均の前年同期比は0．8％の下落となった。また、「消費者物価指数（東

京都区部、中旬速報値）」の生鮮食品を除く総合は、12月は前年同月比0．7％の下落

（季節調整済前月比0．1％の下落）、10－12月平均の前年同期比は0．8％の下落となっ

た。

＜金融＞

無担保コールオーバーナイトレートは、12月は、0．001～0．002％で推移した。3ケ月

物ユーロ円TIBORは、12月は、0．07％台～0．09％台で推移した。10年物国債流通利

回りは、12月は、0．8％台～0．9％台で推移した。

東証株価指数（TO円火）は、12月末には843ポイントとなった。日経平均株価は、12

月末には8，578円となった。



広義流動性は、12月（速報）は前年同月比1．2％増となった。金融楼関（全国銀行）

の貸出（月中平均残高）は、12月（速報）は前年同月比4．6％減（貸出債権流動化・償

却要因等調整後2．3％滅）となった。12月のエクイティ市場での発行（国内市場発行

分）は、転換社債が550億円となった。

また」国内公募事業債の起債実績は、10，968億円（銀行起債の普通社債は無し）と

なった。国内銀行の貸出約定平均金利（新規実行分）は、11月は前月比で短期は

0．004％ポイント低下し、長期は0．208％ポイント低下したことから、総合では0．072％

ポイント低下し1．537％となった。日本銀行「全国企業短期経済観測調査」（12月調

査）によると、資金繰り判断は横ばい、金融機関の貸出態度は若干悪化している。

＜景気ウオッチャー調査＞

内閣府「景気ウオッチャー調査」の11月の現状判断DIは、前月を1．4ポイント下回　　J

リ、36．7となった。先行き判断Dlは、前月を1．8ポイント下回り、38．0となった。

●　月例経済報告に関する関係閣僚会議配布資料
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